
20(1).　略式代執行（危険が非常に切迫した特定空き家等）

・事前の公告　・代執行令書による通知　・費用の徴収が難化

20(2).　財産管理人制度（制度の適用条件に合う特定空き家等）

・相続財産清算人制度　・不在者財産管理人制度　・管理人に対する略式代執行費用の請求

16.意見書の提出の機会

・措置を命じようとする者への事前通知・公開による所有者等からの意見の聴取

17.命令

・標識の設置その他国交省令・総務省令で定める方法による公示　・過料の手続き

18.行政代執行

・具体的要件の明確化　・文書による戒告　・代執行令書による通知　・執行責任者証の携帯及び

掲示　・費用の徴収

所有者が確知できない

19.緊急代執行

・助言又は指導及び勧告まで実

施済である必要あり

・意見書の提出の機会及び命令

の省略

・文書による戒告も不要

12.特定空き家等として認定（西東京市空き家等対策協議会にて諮問）

13.助言又は指導

14.勧告に係る事前通知

15.勧告

・固定資産税等の住宅用地特例解除に伴う関係部局

（税務・その他）への情報提供の実施

※既に管理不全空き家等で勧告を受けている場合は、

住宅用地特例が外れたまま勧告を実施

所有者が確知できる

11.立入調査・報告徴収　・外観では判断できない保安上危険な箇所について、建築士による立入調査を実施

10.特定空き家等に認定するべきかの検討

・判断基準に基づく再判定 →11.立入調査に移行

※１　所有者等に対し、複数回の文書送付を行ってもなお、状況の改善が見ら

れない空き家等について、「５.外観調査」を実施する。

※２　「５.外観調査」において、管理不全空き家等にチェックが付かない場合

については、再度「４.所有者等への文書送付」を行い、一定期間を経過しても

状況の改善が見られない場合に改めて、「５.外観調査」を行う。

※３　「５.外観調査」において、空き家等の状況が著しく悪く、判断基準にお

いて特定空き家等にチェックがついた場合若しくは、特別な事情が認められる

場合については、管理不全空き家等の措置を経ず、立入調査を実施することが

できる。

【管理不全空き家等及び特定空き家等に対する措置フロー図】

１.事案の発生（空き家等に関する地域住民からの通報・情報提供等）

２.現地調査　・現地調査による空き家等の状態の把握　・対応策検討

３.所有者等の調査　・所有者の特定　・相続人等調査

４.所有者等への文書送付（※１）

・空き家等の適正な管理に関する情報提供、助言文書の送付

５.外観調査（※２）

・判断基準で一次判断を実施（※３）

６.管理不全空き家等として認定

７.指導

８.勧告に係る事前通知（西東京市空き家等対策協議会にて諮問）

９.勧告

・固定資産税等の住宅用地特例解除に伴う関係部局（税務・その

他）への情報提供の実施

所有者が確知

できない場合
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